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1　事業の概要

２　事業を構成する細事業の内容 (単位：千円)

1

事業番号 09 05 01 事業改善シート （30年度実施事業分） □当初要求　　□当初予算案　　■補正予算案　　　□点検

現状
(予算編成時)

・平成28年度末の県の事業進捗率は38%で、全国平均52%より遅れている。
・地籍調査は、東日本大震災後の迅速な復旧・復興に寄与したことから、その必要性や重要性が再認識
され、休止市町村の再開、未着手市町村の新規着手が増加してきている。

30年度予算額 319,453 千円

職員数 5.60 人

nochi@pref.nagano.lg.jp

総合５か年計画（しあわせ信州創造プラン2.0）

総合的に展開する
重点政策

2-4 収益性と創造性の高い農林業の推進

事　業　名 地籍を明確にする事業
部局 農政部 課・室 農地整備課

実施期間 S27 E-mail

目指す姿
土地の境界確定により地籍の明確化を進め、成果を国土の保全や土地取引の円滑化、災害復旧の迅速化などに活用する。

（主な実施内容：地籍調査事業　33市町村）

事
 

業
 
コ
 
ス
 
ト

区　分（単位：千円） 28年度 29年度 30補正後 指標及びその達成状況

予
算
額

合計（A) 282,515 310,800 319,453

補正予算 -4,070 32,904

当初予算 286,585 277,896 283,215 目標値 成果

前年度繰越 0 0 22,684
No 成果指標

達成状況

13,554
① 計画期間内の実施市町村数 42 42 42

28年度末 29年度末
30年度

Aの
財源

　一般財源 93,284 102,775 114,790

　県　債 0 0 0

　その他 2,911 2,722 2,490

　国庫支出金 186,320 205,303 202,173

概　算
人　件

費

 職員数（人） 5.60 5.60 5.60

 決　　算　　額（B） 282,515 287,871

 概算人件費 （Ｃ） 44,318 44,318 45,371

 概算事業費（B（A）+C） 326,833 355,118 364,824

成果指標
設定理由

①地籍調査を進めるには、より多くの市町村において取り組む必要があるため、実施市町村数を成果指標に設定した。

補正により取り組む

事業内容

単独での認証書類整備が困難な市町村において、専門的な知識を有する者へ書類の整備を委託し、緊急に認証遅
延地区の解消を図る。

No 細事業名 30年度　実施内容（予定）
職員数 30年度

（人） （補正前） （９月補正） （補正後）

地籍調査事業
・地籍を明確にするための調査を行う（33市町村）
・表層地質図を作成する（1図）
・認証の完了（88地区）

5.60 283,215 13,554 296,769

合計 5.60 283,215 13,554 296,769
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事　業　改　善　シ　ー　ト　附　表

09 05 01

28年度 29年度

地籍調査事業 地籍調査
補
助
金

・地籍を明確化するための調査（33市町村）
・表層地質図の作成（1図）
・認証の完了（88地区）

　 286,585 277,896 283,215 283,215 13,554 090501

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

286,585 277,896 283,215 283,215 13,554 0合　　　　計

主な点検
区分結果

1

30年度 県民協働事業改善
備　考
(H29事業
番号)当初

(千円)
当初
(千円)

要求
(千円)

当初
(千円)

補正
(千円)

決算
(千円)

実施
年度

農地整備課
□当初要求　　□当初予算案

■補正予算案　□点検

細事業
No

細事業名 項目

実
施
方
法

30年度　実施内容 30年度　実施内容（実績）
30年度
実施
状況

事業番号
事　業　名 地籍を明確にする事業 部局 農政部 課・室


